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資料２－２
次期「北海道医療計画」 骨子（案） 詳細版

次期「北海道医療計画」 現 行 計 画

第１章 基本的な考え方 第１章 基本的な考え方
第１節 計画の趣旨 第１節 計画の趣旨

１ 計画策定の趣旨 １ 計画策定の趣旨

＜国指針の内容＞
○ 医療計画に関する根拠法令と作成の趣旨を明示

＜道計画記載予定の内容（ポイント）＞
● 本道におけるこれまでの地域の医療提供体制の
確保等に係る取組（北海道地域保健医療計画の策
定、地方・地域センター病院制度の創設、北海道
地域医療構想、北海道外来医療計画、北海道医師
確保計画の策定等）

● 近年の医療を取り巻く環境
● 道民の医療に対するニーズ
● 今後の医療提供体制の充実等に向けた方向性
など

２ 基本理念 ２ 基本理念

＜国指針の内容＞
○ 基本方針との整合性に留意の上、都道府県にお
ける基本的な理念を記載。

＜道計画記載予定の内容（ポイント）＞
● 医療機能の分化・連携を通じた効率的な質の高
い医療提供体制の構築

● 在宅医療・介護の充実等による地域包括ケアシ
ステムの深化・推進

● 医療従事者の確保・養成
● 住民・患者の理解促進（情報提供） など

第２節 計画の位置づけ及び性格 第２節 計画の位置づけ及び性格

＜国指針の内容＞
○ 計画の位置付け、他の計画と医療計画との関係
を明示

＜道計画記載予定の内容（ポイント）＞
● 医療法第３０条の４に基づき、北海道の医療提
供体制の確保を図るために策定する計画

● 北海道総合計画（H28（2016）年度～令和７
（2025）年度）の施策別計画

● 本計画の推進当たって、関係する他の計画や施
策との連携のあり方など

第３節 計画の期間 第３節 計画の期間

＜国指針の内容＞
○ 計画の対象期間を記載。

＜道計画記載予定の内容（ポイント）＞
● 計画期間は、令和６～令和11年度の６年間
● 在宅医療その他必要な事項については、３年ご
とに調査、分析及び評価を行い、必要がある場合
は計画を変更。
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第４節 計画の圏域 第４節 計画の圏域
１ 第一次医療圏の設定とその考え方 １ 第一次医療圏の設定とその考え方
２ 第二次医療圏の設定とその考え方 ２ 第二次医療圏の設定とその考え方

＜国指針の内容＞
○ 二次医療圏の設定に当たっては、地理的条件等
の自然条件及び日常生活の需要の充足状態、交通
事情等の社会的条件を考慮して一体の区域として
病院における入院に係る医療（三次医療圏で提供
することが適当と考えられるものを除く。）を提供
する体制の確保を図ることが相当であると認めら
れる区域を単位として認定。
人口規模が20万人未満の二次医療圏については、
入院に係る医療を提供する一体の区域として成り
立っていないと考えられる場合（特に、流入患者
割合が20％未満であり、流出患者割合が20％以上
である場合）、その設定の見直しについて検討。
なお、設定の見直しを検討する際は、二次医療

圏の面積や基幹となる病院までのアクセスの時間
等も考慮。

○ 設定を変更しない場合には、その理由（地理的
条件、当該圏域の面積、地理的アクセス等）を明
記。

○ 構想区域に二次医療圏を合わせることが適当。

＜道計画記載予定の内容（ポイント）＞
● 二次医療圏については、現行の２１医療圏を維
持。（５月18日開催の地域医療専門委員会において
了承）

● 「設定変更を行わない理由」及び「検討の経過」
の記載については、本委員会において協議してい
ただく。

３ 第三次医療圏の設定とその考え方 ３ 第三次医療圏の設定とその考え方
第５節 基準病床数 第５節 基準病床数

１ 療養病床及び一般病床の基準病床数 １ 療養病床及び一般病床の基準病床数

＜国指針の内容＞
○ 療養病床及び一般病床に係る基準病床数につい
ては、二次医療圏ごとに、医療法施行規則第30条
の30第1号に規定する算定式に基づいて算定。
なお、全国平均で９割以上の患者が居住する都

道府県内において入院加療を受けている現状を鑑
み、特に必要とする場合にのみ、都道府県間で調
整可能とする。その際、基準病床数の算定は、医
療機関所在地に基づいた値を用いる。

＜道計画記載予定の内容（ポイント）＞
● 療養病床及び一般病床に係る基準病床数につい
ては、二次医療圏ごとに、医療法施行規則第30条
の30に規定する算定方法に基づき算定。

● 今後、本委員会において協議していただく。

２ 地域医療構想における必要病床数 ２ 地域医療構想における必要病床数
３ 精神病床、結核病床、感染症病床の基準病床数 ３ 精神病床、結核病床、感染症病床の基準病床数

＜国指針の内容＞
○ 精神病床に係る基準病床数、結核病床に係る基
準病床数及び感染症病床に係る基準病床数につい
ては、都道府県の区域ごとに、医療法施行規則第3
0条の30第２号から第４号に規定する算定式に基づ
いて算定。
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＜道計画記載予定の内容（ポイント）＞
● 精神病床に係る基準病床数、結核病床に係る基
準病床数及び感染症病床に係る基準病床数につい
ては、北海道を一つの区域として、医療法施行規
則第30条の30に規定する算定方法に基づき算定。

● 今後、本委員会において協議していただく。

第２章 地域の現状 第２章 地域の現状
第１節 地勢と交通 第１節 地勢と交通

１ 北海道の地域的状況や特殊性 １ 北海道の地域的状況や特殊性
２ 交通機関の状況 ２ 交通機関の状況
３ 生活圏 ３ 生活圏

＜国指針の内容＞
○ 地域の特殊性、交通機関の状況、地理的状況、
生活圏等を記載。

＜道計画記載予定の内容（ポイント）＞
● 面積、地形、気候等
● 空路、航路、鉄路、道路
● 生活圏

第２節 人口の推移 第２節 人口の推移
１ 人口構造 １ 人口構造

＜国指針の内容＞
○ 人口、年齢三区分人口、高齢化率、世帯数等を
記載。（推移、将来推計を含む）

＜道計画記載予定の内容（ポイント）＞
● 人口推移及び将来人口推計
● 年齢三区分構成割合
● 世帯構造別構成割合
● 高齢者のいる世帯構造別構成割合 など

２ 人口動態 ２ 人口動態

＜国指針の内容＞
○ 出生数、死亡数、平均寿命等を記載。
（推移、将来推計を含む）

＜道計画記載予定の内容（ポイント）＞
● 出生数及び合計特殊出生率（全国・北海道）の
推移

● 死亡数の推移
● 主な死因の割合（男女別）
● 周産期死亡率
● 乳児死亡率
● 平均寿命の推移 など

第３節 住民の健康状況 第３節 住民の健康状況
１ 生活習慣の状況 １ 生活習慣の状況
２ 生活習慣病の有病者・予備群の数等 ２ 生活習慣病の有病者・予備群の数等

＜国指針の内容＞
○ 生活習慣の状況、生活習慣病の有病者・予備軍
の数などを記載

＜道計画記載予定の内容（ポイント）＞
● 生活習慣の状況
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（運動週間の状況、食生活の状況、休養、飲酒の
状況、喫煙の状況などの記載を予定）

● 生活習慣病の有病者・予備群の数
（高血圧の状況、脂質異常の状況、糖尿病の状況、
肥満とやせの状況などの記載を予定）

第４節 患者の受療動向等 第４節 患者の受療動向等
１ 患者の受療動向 １ 患者の受療動向
２ 患者数 ２ 患者数
３ 病床利用率 ３ 病床利用率
４ 病床種類別の平均在院日数 ４ 病床種類別の平均在院日数

＜国指針の内容＞
○ 入院・外来患者数（二次医療圏の流出入状況を
含む。）、病床利用率、平均在院日数等を記載

＜道計画記載予定の内容（ポイント）＞
● 患者の受療動向
（入院患者、外来患者の受療動向）

● 患者数
（１日平均の外来患者数、在院患者数）

● 病床利用率
（一般病床、療養病床）

● 病床種類別の平均在院日数
（一般病床、療養病床）

第５節 医療提供施設の状況 第５節 医療提供施設の状況
１ 病 院 １ 病 院
２ 診療所 ２ 診療所
３ 助産所 ３ 助産所
４ 薬 局 ４ 薬 局
５ 訪問看護事業所 ５ 訪問看護ステーション

＜国指針の内容＞
○ 病院（施設数、病床種別ごとの病床数）、診療所
（有床及び無床診療所、歯科診療所の施設数、有
床診療所の病床数）、薬局、その他を記載

＜道計画記載予定の内容（ポイント）＞
● 病院
（病院数の推移、病床種別ごとの病床数の推移、
開設者別病院数）

● 診療所
（有床及び無床診療所、歯科診療所の施設数の

推移、有床診療所の病床数の推移）
● 助産所

（施設数の推移）
● 薬局

（薬局数の推移）
● 訪問看護事業所

（施設数の推移）

第６節 医療従事者の年次推移 第６節 医療従事者の年次推移
１ 趣旨 １ 趣旨

＜道計画記載予定の内容（ポイント）＞
● 北海道の労働人口の推移や病院従事者数の変化
などの総論を記載

２ 医師・歯科医師・薬剤師の状況 ２ 医師・歯科医師・薬剤師の状況
３ 看護師・准看護師の状況 ３ 看護師・准看護師の状況
４ 保健師・助産師の状況 ４ 保健師・助産師の状況
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５ 歯科衛生士の状況 ５ 歯科衛生士の状況
６ 主な病院従事者の状況 ６ 主な病院従事者の状況

＜国指針の内容＞
○ 医師
○ 歯科医師
○ 薬剤師
○ 看護職員（保健師・助産師・看護師・准看護師）
○ その他の保健医療従事者

診療放射線技師、臨床検査技師・衛生検査技師、
理学療法士・作業療法士、視能訓練士、言語聴覚
士、臨床工学技士、義肢装具士、救急救命士、歯
科衛生士、歯科技工士、管理栄養士等

○ 介護サービス従事者

計画記載予定の「その他の保健医療従事者」
● 理学療法士
● 作業療法士
● 医療社会事業従事者
● 管理栄養士
● 診療放射線技師
● 臨床検査技師・衛生検査技師
● 視能訓練士
● 言語聴覚士
● 臨床工学技士
● 義肢装具士
● 歯科衛生士
● 歯科技工士

第３章 ５疾病・６事業及び在宅医療のそれぞれに係る医療連 第３章 ５疾病・５事業及び在宅医療のそれぞれに係る医療連
携体制の構築 携体制の構築

第１節 趣旨等 第１節 趣旨等
１ 趣 旨 １ 趣 旨
２ 公的医療機関等の役割 ２ 公的医療機関等の役割
３ 社会医療法人の役割 ３ 社会医療法人の役割

＜国指針の内容＞
○ 公的医療機関等や独立行政法人（国立大学法人
を含む。）が開設する医療機関の役割や公的医療機
関等及び独法医療機関と民間医療機関との役割分
担を踏まえ、医療提供施設相互間の機能分担及び
業務連携を記載。

○ 社会医療法人については、救急医療等確保事業
において積極的な役割を図ることとしていること
から、認定を受けた事業全てにおいて社会医療法
人であることを明確に記載することが重要。

＜道計画記載予定の内容（ポイント）＞
● 公的医療機関等の役割

５疾病・６事業及び在宅医療に係る公的医療機
関や独法医療機関の役割等を記載

● 社会医療法人の役割
制度の周知、普及に加え、へき地医療等の積極

的な事業の推進について記載

第２節 がんの医療連携体制 第２節 がんの医療連携体制
１ 現 状

＜国指針の内容＞
○ がん診療連携拠点病院等をはじめとした医療機
関の相互の連携による、保健、医療及び介護サー
ビスが連携継続して実施される体制の構築が必要。
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１ 現 状
２ 課 題 ２ 課 題
３ 必要な医療機能 ３ 必要な医療機能
４ 数値目標等 ４ 数値目標等
５ 数値目標等を達成するために必要な施策 ５ 数値目標等を達成するために必要な施策
６ 医療連携圏域の設定 ６ 医療連携圏域の設定
７ 医療機関等の具体的名称 ７ 医療機関等の具体的名称
８ 歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割 ８ 歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割

＜国指針の内容＞
○ 地域包括ケアシステムの構築を進める上で、歯
科医療機関は地域の医療機関等との連携体制を推
進する等、地域の実情を踏まえた取組を行うこと
が重要。特に、近年は、口腔の管理が誤嚥性肺炎
の発症予防につながるなど、口腔と全身との関係
について広く指摘されていることから、各医療連
携体制の構築に当たって、歯科医療や歯科医療従
事者が果たす役割を明示するとともに、入院患者
や在宅等で療養を行う患者に対する医科歯科連携
等を更に推進することが必要。

◆ 北海道歯科医師会等と協議

９ 薬局の役割 ９ 薬局の役割

＜国指針の内容＞
○ 地域において安全で質の高い医療を提供するた
めには、薬物療法についても入院から外来・在宅
医療へ移行する中で円滑に提供し続ける体制を構
築することが重要。このため、地域の薬局では、
医薬品等の供給体制の確保に加え、医療機関等と
連携した患者の服薬情報の一元的・継続的な把握
とそれに基づく薬学的管理・指導、入退院時にお
ける医療機関等との連携、夜間・休日等の調剤や
電話相談への対応等の役割を果たすことが必要。

◆ 北海道薬剤師会等と協議

10 訪問看護事業所の役割 10 訪問看護ステーションの役割

＜国指針の内容＞
○ 住み慣れた地域で安心して健やかに暮らすため
には、24時間切れ目のない医療サービスが提供さ
れるとともに、医療機関と居宅等との間で、療養
の場が円滑に移行できることが必要。そのため、
在宅において、患者の医療処置や療養生活の支援
等のサービスを提供する訪問看護事業所の役割は、
重要。高齢多死社会を迎え、特に今後は在宅にお
いても、看取りや重症度の高い利用者へ対応でき
るよう、訪問看護事業所間や関係機関との連携強
化、訪問看護事業所の事業所規模の拡大等の機能
強化による安定的な訪問看護サービスの提供体制
の整備が必要。
また、日常的に医療を必要とする小児患者への

対応についても、医療・福祉サービスを提供する
関係機関との連携を強化するなど充実することが
必要。

◆ 北海道看護協会等と協議

※８～10については、以下の第３節～第13節も同様。
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＜道計画記載予定の内容（ポイント）＞
● 疾病事業ごとに圏域・医療連携体制を検討協議
◆「総医協地域保健専門委員会」において協議
※北海道がん対策推進計画の見直し

第３節 脳卒中の医療連携体制 第３節 脳卒中の医療連携体制

＜国指針の内容＞
○ 発症後、速やかな搬送と専門的な診療が可能な
体制の構築が必要。

○ 病期に応じたリハビリテーションが一貫して実
施可能な体制の構築が必要。

○ 急性期以後の医療機関における診療及び在宅医
療の強化が必要。

○ デジタル技術等を活用した医療体制の整備が必
要。

１ 現 状 １ 現 状
２ 課 題 ２ 課 題
３ 必要な医療機能 ３ 必要な医療機能
４ 数値目標等 ４ 数値目標等
５ 数値目標等を達成するために必要な施策 ５ 数値目標等を達成するために必要な施策
６ 医療連携圏域の設定 ６ 医療連携圏域の設定
７ 医療機関等の具体的名称 ７ 医療機関等の具体的名称
８ 歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割 ８ 歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割
９ 薬局の役割 ９ 薬局の役割
10 訪問看護事業所の役割 10 訪問看護ステーションの役割

＜道計画記載予定の内容（ポイント）＞
● 疾病事業ごとに圏域・医療連携体制を検討協議
● 急性期から回復期、維持期まで切れ目のない適
切な医療提供体制の構築

● 回復期・維持期における多職種と連携した疾病
管理及び生活機能の維持・向上

● デジタル技術等を活用した連携体制の推進
◆ 総医協地域保健専門委員会循環器疾患対策小委

会

国立がん研究センター

都道府県がん診療連携拠点病院

≪北海道がんセンター≫

地域がん診療連携拠点病院

高度がん診療中核病院

≪３医育大学≫

地域がん診療連携拠点病院

地域がん診療病院

北海道がん診療連携指定病院

・地域医療を担う

中核病院

・在宅療養支援診

療所

・薬局・訪問看護

事業所等

在宅医療

緩和ケア

相談・活動

等患者支援連

携

・

協

議

小児がん

中央機関

連

携

小児がん

拠点病院
≪北海道大学病院≫

小児がん診療に

携わる地域の

医療機関

連携

歯科医療機関

連携

連携

第二次医療圏域

拠点病院等

未整備圏域

第三次医療圏域

未整備圏域を含め

連携・支援

地域

がんゲノム医療

連携病院

がんゲノム医療

中核拠点病院
≪北海道大学病院≫

がんゲノム医療

拠点病院
≪札幌医科大学附

属病院≫

道外のがんゲノム

医療拠点病院

連携

連携

連

携

小児がん

連携病院

北海道がん診療連携協議会
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員会において協議
※循環器対策推進計画の見直し
※北海道健康増進計画（すこやか北海道21）の見
直し

第４節 心筋梗塞等の心血管疾患の医療連携体制 第４節 心筋梗塞等の心血管疾患の医療連携体制

＜国指針の内容＞
○ 発症後、速やかな救命処置を実施し、疾病に応
じた専門的な治療につなげることが可能な体制の
構築が必要。

○ 合併症予防や在宅復帰を目的とした心血管疾患
リハビリテーションが可能な体制の構築が必要。

○ 急性期以後の医療機関における診療及び在宅医
療の強化が必要。

○ デジタル技術の活用による、効率的な連携や業
務の効率化の推進が必要。

１ 現 状 １ 現 状
２ 課 題 ２ 課 題
３ 必要な医療機能 ３ 必要な医療機能
４ 数値目標等 ４ 数値目標等
５ 数値目標等を達成するために必要な施策 ５ 数値目標等を達成するために必要な施策
６ 医療連携圏域の設定 ６ 医療連携圏域の設定
７ 医療機関等の具体的名称 ７ 医療機関等の具体的名称
８ 歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割 ８ 歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割
９ 薬局の役割 ９ 薬局の役割
10 訪問看護事業所の役割 10 訪問看護ステーションの役割

＜道計画記載予定の内容（ポイント）＞
● 疾病事業ごとに圏域・医療連携体制を検討協議
● 回復期・維持期における多職種による包括的な
リハビリテーションを患者の状態に応じて実施

● 緩和ケア、アドバンス・ケア・プランニングの
推進

● デジタル技術等を活用した連携体制の推進
◆ 総医協地域保健専門委員会循環器疾患対策小委
員会において協議
※循環器対策推進計画の見直し

急性期医療

急性期医療を担う医療機関 ＜２４時間対応＞

○ 血液検査や画像検査（ＣＴ検査、ＭＲＩ検査）等、必要な検査の実施
○ 適応のある脳梗塞症例に対するｔ－ＰＡによる血栓溶解療法の実施
○ 呼吸・循環等の全身管理、及び感染症や深部静脈血栓等、合併症の予防・治療
〇 廃用症候群を予防し、リスク管理のもとに早期にリハビリテーションを開始
【医療機関名は第８章別表３参照】

脳卒中の医療連携体制

急性期から回復期、維持期までの医療機関及び介護保険関連施設等が、診療情報や治療計画の共
有による切れ目のない適切な医療が提供できるよう連携体制の充実を図ります。

発症予防の対応 維持期の対応

医 療
保険者

道
市町村

住民(患者)

健診の
普及啓発

○再発予防の治療や基礎疾患・危険因子の管理
〇合併症への対応（誤嚥性肺炎･抑うつ等）
○生活機能の維持及び向上のためのリハビテー
ションの実施

○介護支援専門員、介護関連施設、訪問看護ス
テーション、歯科診療所、薬局等と連携した
在宅医療の実施

○基礎疾患の治療（高血圧・糖尿
病・脂質異常症・心房細動等）

〇生活習慣の改善を支援（食事・
運動・喫煙・過度の飲酒など）

○突然の症状出現時の対応につい
て本人･家族･周囲の者への教育

発症

回復期医療を担う
医療機関

○再発予防の治療や基礎疾
患･危険因子の管理

〇合併症への対応（誤嚥性
肺炎・抑うつ・認知症等）

○専門医療スタッフによる
集中的なリハビリテーシ
ョン（身体機能の早期改
善及びADLの向上）

【医療機関名は第８章別表４参照】

連

携
回
復
期
医
療

連
携

連
携

維
持
期
医
療

【医療連携圏域】

近隣医療圏当該第二次医療圏 連携・協議の場

特定健康診査
特定保健指導

受
診

来院後１時間以内を目安に専門的治療の開始
※発症4.5時間以内の脳梗塞患者には、t-PA静脈療法を考慮

連
携

保健指導
速やかに救急要請

応
急
手
当
・
病
院
前
救
護

発
症
予
防

訪問看護ステーション、介護支援専門員、
かかりつけ歯科、かかりつけ薬局他

か か り つ け 医

受
診

救
急
搬
送
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※北海道健康増進計画（すこやか北海道21）の見
直し

第５節 糖尿病の医療連携体制 第５節 糖尿病の医療連携体制

＜国指針の内容＞
○ 発症予防、糖尿病及び合併症の治療・重症化予防
のそれぞれのステージに重点を置いて取り組むため
の体制構築が必要。
○ 診療科間連携及び多職種連携の取組強化が必要。
○ 糖尿病未治療者・治療中断者を減少させるための
取組の強化が必要。

１ 現 状 １ 現 状
２ 課 題 ２ 課 題
３ 必要な医療機能 ３ 必要な医療機能
４ 数値目標等 ４ 数値目標等
５ 数値目標等を達成するために必要な施策 ５ 数値目標等を達成するために必要な施策
６ 医療連携圏域の設定 ６ 医療連携圏域の設定
７ 医療機関等の具体的名称 ７ 医療機関等の具体的名称
８ 歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割 ８ 歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割
９ 薬局の役割 ９ 薬局の役割
10 訪問看護事業所の役割 10 訪問看護ステーションの役割

＜道計画記載予定の内容（ポイント）＞
● 疾病事業ごとに圏域・医療連携体制を検討協議
● 発症予防、糖尿病及び合併症の治療・重症化予
防に向けた診療科間連携及び多職種連携

● 糖尿病未治療者・治療中断者を減少させるため
の取組推進

◆ 総医協地域保健専門委員会糖尿病対策小委員会
において協議
※北海道健康増進計画（すこやか北海道21）の
見直し

急性期医療

急性期医療を担う医療機関 ＜２４時間対応＞

○ 心電図検査・血液検査・画像検査・超音波検査等、必要な検査の実施
〇 ST上昇型心筋梗塞患者には、経皮的冠動脈形成術（PCI）による冠動脈再疎通を考慮
〇 冠動脈バイパス術や大動脈人工血管置換術等の外科的治療が可能な医療機関との連携
○ 呼吸管理・疼痛管理等の全身管理やポンプ失調等の合併症治療の実施
〇 運動耐容能を評価の上、在宅復帰に向けた心血管疾患リハビリテーションを実施
【医療機関名は第８章別表５参照】

心血管疾患の医療連携体制

急性期から回復期、維持期までの医療機関及び介護保険関連施設等が、診療情報や治療計画
の共有による切れ目のない適切な医療が提供できるよう連携体制の充実を図ります。

発症予防の対応 維持期の対応

医療
保険者

道
市町村

住民(患者)

速やかに救急要請

受
診

健診の
普及啓発

○再発予防の治療や基礎疾患・危険因子の管理
〇合併症併発時や再発時等の緊急時の対応
○生活機能の維持及び向上のためのリハビリテ
ーションの実施

○介護支援専門員、介護保険関連施設、訪問看
護ステーション、歯科診療所、薬局等と連携
した在宅医療の実施

○基礎疾患の治療（高血圧・脂質
異常症・糖尿病等）

〇生活習慣の改善を支援（食事・
運動・喫煙習慣・ストレス等）

○初期症状出現時の対応について
本人･家族･周囲の者等への教育

発症

救
急
搬
送

回復期医療を担う
医療機関

○再発予防の治療や基礎疾患･
危険因子の管理

〇合併症併発時や再発時の対応
○在宅復帰のための心血管疾患
リハビリテーションを実施

〇再発予防の知識・対処法に
ついて患者教育を実施

連

携

発
症
予
防

回
復
期
医
療

連
携

連
携

維
持
期
医
療

【医療連携圏域】

近隣医療圏当該第二次医療圏 連携・協議の場

特定健康診査
特定保健指導

受
診

来院後３０分以内に専門的治療の開始

連
携

保健指導

応
急
手
当
・
病
院
前
搬
送

訪問看護ステーション、介護支援専門員、
かかりつけ歯科、かかりつけ薬局他

か か り つ け 医
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第６節 精神疾患の医療連携体制 第６節 精神疾患の医療連携体制

＜国指針の内容＞
○ 精神疾患にも対応した地域包括ケアシステムの
構築と多様な精神疾患等にも対応できる医療連携
体制の構築の推進。
・安心してその人らしい地域生活を送ることがで
きるよう、地域における多職種・多機関が有機
的に連携する体制を構築
・医療、障害福祉・介護その他のサービスを切れ
目なく受けられる体制を整備

○ 政策効果以外の要因と、政策効果の要因を勘案
した将来推計。

○ 「普及啓発、相談支援」「地域における支援、危
機介入」「診療機能」「拠点機能」の視点から、そ
れぞれストラクチャー・プロセス・アウトカムに
関する指標例の設定。

１ 現 状 １ 現 状
２ 課 題 ２ 課 題
３ 必要な医療機能 ３ 必要な医療機能
４ 数値目標等 ４ 数値目標等
５ 数値目標等を達成するために必要な施策 ５ 数値目標等を達成するために必要な施策
６ 医療連携圏域の設定 ６ 医療連携圏域の設定
７ 医療機関等の具体的名称 ７ 医療機関等の具体的名称
８ 歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割 ８ 歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割
９ 薬局の役割 ９ 薬局の役割
10 訪問看護事業所の役割 10 訪問看護ステーションの役割

＜道計画記載予定の内容（ポイント）＞
● 精神疾患等１４領域について、現状、課題、必
要な医療機能、数値目標等、数値目標等を達成す
るために必要な施策、医療連携圏域の設定課題、

【医療連携圏域】

糖尿病の医療連携体制

発症予防から安定期、慢性合併症等に応じた適切な医療を提供するため、診療情報や
治療計画の共有に努めます。

発
症
予
防

初
期
・
安
定
期
治
療

専
門
的
治
療
・
慢
性
合
併
症
治
療

かかりつけ医 診療所・病院 かかりつけ眼科
かかりつけ歯科
かかりつけ薬局

発症予防の対応

生活習慣の改善
・適切な食習慣
・適度な身体活動、運動習慣
・喫煙、飲酒習慣

初期・安定期の対応

・診療ガイドラインに則した診療の実施
・75ｇＯＧＴＴ、ＨｂＡ１ｃ等糖尿病の評価に必要な検査の実施
・食事療法、運動療法及び薬物療法による血糖コントロール
・低血糖時及びシックデイ（風邪など）の対応
・専門医療機関、急性・慢性合併症を行う医療機関との連携
・訪問看護ステーション、歯科診療所、薬局等と連携した在宅
医療の実施

紹

介

・

連

携

連
携

住民
（患者）

受
診 紹

介

・

連

携

専門的治療を担う医療機関

・診療ガイドラインに則した診療の実施
・ 75ｇＯＧＴＴ、ＨｂＡ１ｃ等糖尿病の評価に必
要な検査の実施
・各専門職種のチームによる集中治療
（食事療法、運動療法、薬物療法等）
教育入院等の集中的な治療の実施
・糖尿病患者の妊娠への対応
・急性合併症の治療を24時間実施

慢性合併症治療を担う
医療機関

・診療ガイドラインに則した診療の実施
・慢性合併症（糖尿病網膜症、糖尿病性
腎症、糖尿病性神経障害等）について、
専門的な検査・治療の実施
・発症予防、専門的治療、安定期治療を行
う医療機関との診療情報や治療計画等
の連携
・人工透析を受けられる体制の整備

紹 介
治療時
連 携

当該第二次医療圏 近隣医療圏

連
携

市町村・保険者との連携

連携・協議の場

医 療
保険者

道
市町村

特定健康診査
特定保健指導

健診受診

普及啓発
健診勧奨

保健指導

訪問看護ステーション
介護支援専門員
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具体的な医療機関名を記載
◆ 精神保健福祉審議会計画部会において協議

第７節 救急医療体制 第７節 救急医療体制

＜国指針の内容＞
○ 救急医療資源に限りがある中で、増加傾向にあ
る需要に対応しつつ、より質の高い救急医療を提
供するためには、地域の救急医療機関が連携し、
地域が一体として小児救急、周産期救急、精神科
救急を含め、全ての救急患者に対応できる救急医
療体制を構築することが重要。

１ 現 状 １ 現 状
２ 課 題 ２ 課 題
３ 必要な医療機能 ３ 必要な医療機能
４ 数値目標等 ４ 数値目標等
５ 数値目標等を達成するために必要な施策 ５ 数値目標等を達成するために必要な施策
６ 医療連携圏域の設定 ６ 医療連携圏域の設定
７ 医療機関等の具体的名称 ７ 医療機関等の具体的名称
８ 歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割 ８ 歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割
９ 薬局の役割 ９ 薬局の役割
10 訪問看護事業所の役割 10 訪問看護ステーションの役割

＜道計画記載予定の内容（ポイント）＞
● 疾病事業ごとに圏域・医療連携体制を検討協議
● 増加する救急搬送を受け入れるために、地域に
おける救急医療機関の役割を明確化

● 居宅・介護施設の高齢者が、自らの意思に沿っ
た救急医療を受け入れられるような環境を整備

◆ 総医協救急医療専門委員会において協議

多様な精神疾患等
都道府県連携拠点機能を担う医療機関

地域連携拠点機能を担う医療機関

地域精神科医療提供機能を担う医療機関

患 者

保健所

精神保健福祉センター

統合失調症

うつ病・躁うつ病

認知症

児童・思春期精神疾患及び発達障がい

外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）

高次脳機能障がい

摂食障害

てんかん

精神科救急

身体合併症

自殺対策

災害精神医療

医療観察法

□役割
・医療連携、情報収集発信及び人材育成の都道府県拠点
・地域連携拠点機能支援

□役割
・医療連携、情報収集発信及び人材育成の地域拠点
・地域精神科医療提供機能支援

□役割
・医療連携、情報収集発信及び人材育成への参画
・地域精神科専門医療の提供

精神疾患の医療連携体制

市町村その他の医療機関

本庁

受診、相談 連携 協議の場

依存症
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第８節 災害医療体制 第８節 災害医療体制

＜国指針の内容＞
○ 災害発生時に、災害の種類や規模に応じて利用
可能な医療資源を可能な限り有効に使う必要があ
るとともに、平時から災害を念頭に置いた関係機
関による連携体制をあらかじめ構築しておくこと
が必要不可欠。

１ 現 状 １ 現 状
２ 課 題 ２ 課 題
３ 必要な医療機能 ３ 必要な医療機能
４ 数値目標等 ４ 数値目標等
５ 数値目標等を達成するために必要な施策 ５ 数値目標等を達成するために必要な施策
６ 医療連携圏域の設定 ６ 医療連携圏域の設定
７ 医療機関等の具体的名称 ７ 医療機関等の具体的名称
８ 歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割 ８ 歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割
９ 薬局の役割 ９ 薬局の役割
10 訪問看護事業所の役割 10 訪問看護ステーションの役割

＜道計画記載予定の内容（ポイント）＞
● 疾病事業ごとに圏域・医療連携体制を検討協議
● 災害拠点病院等の機能強化
● 災害医療体制の構築
● 災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の整備
● 広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）
の活用

◆ 総医協救急医療専門委員会において協議
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第９節 新興感染症発生・まん延時における医療体制

＜国指針の内容＞
○ 入院、外来診療、自宅療養者等（居宅又は高齢
者施設等で療養する新興感染症患者をいう。）への
医療の提供、後方支援及び医療人材派遣に関する
機能を記載。

○ 感染症医療以外の通常医療との両立を図りつつ、
機動的に入院等の医療提供体制が確保できるよう、
平時から地域において必要な医療機関の機能や役
割を確認し、それに応じた内容の医療措置協定を
締結すること等を通じて医療提供体制の確保を図
ることが重要。

○ その際、対象とする感染症は新興感染症（感染
症法に規定する新型インフルエンザ等感染症、指
定感染症及び新感染症）を基本とし、新型コロナ
ウイルス感染症への対応の教訓を踏まえ、当該対
応を念頭に、まずは当該対応での最大規模の体制
を目指すこととし、平時から対応準備を進めるこ
とで実効性を確保していくことが重要。

１ 現 状
２ 課 題
３ 必要な医療機能
４ 数値目標等
５ 数値目標等を達成するために必要な施策
６ 医療連携圏域の設定
７ 医療機関等の具体的名称
８ 歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割
９ 薬局の役割
10 訪問看護事業所の役割

＜道計画記載予定の内容（ポイント）＞
● 疾病事業ごとに圏域・医療連携体制を検討協議
● 保健・医療提供体制に関する記載事項の充実

災 害 医 療 連 携 体 制

（令和５年４月現在）

急性期

● 北海道災害対策本部

・広域災害・救急医療情報システム ［ ＥＭＩＳ ］
＜被災地医療機関の被害状況・受入体制等の情報を発信＞

・救護班（ＪＭＡＴ等）派遣
・医薬品等供給

広
域
患
者
搬
送

搬送

○広域患者搬送

・消防防災ヘリ等 ［道防災航空室、札幌市消防局、自衛隊、海上保安庁、道警 ］

・ドクターヘリ ［ 道央、道北、道東、道南ﾄﾞｸﾍﾘ ］

○災害時の医療機能（急性期）

・基幹災害拠点病院 【札幌医科大学附属病院】

・地域災害拠点病院 【各第二次医療圏に３３施設】

・ＤＭＡＴ指定医療機関 【全道に３７施設】

衛星携帯
電話等

○保健所
（情報把握 ・
情報発信支援）

発 災

被災地域

○救護所
（避難所）

・地域災害
拠点病院

・地域災害拠点病院
（ＤＭＡＴ）

・基幹災害拠点病院
（ＤＭＡＴ）

・一般医療機関
・救急医療機関

○協力機関
【国立病院・日本赤十字社・公的病院・
道医師会・歯科医師会・薬剤師会・看護協会等】

医療救護活動
（感染症等の蔓延防止・

メンタルヘルスケア等）

・
Ｄ
Ｍ
Ａ
Ｔ

派
遣

情
報
収
集

情

報
発
信

応
急
資
機
材
貸
出

※災害拠点病院の機能

・傷病者等の受入・搬出等、広域搬送対応

・応急用資機材の貸出機能

・ＤＭＡＴの派遣機能 など

・地域災害拠点病院
（ＤＭＡＴ）

派
遣
依
頼

災害医療
コーディネーター

災害医療
コーディネーター
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● 病床・外来・医療人材・後方支援・検査能力等
の確保について、数値目標を記載

◆ 「北海道感染症対策連携協議会」等において協
議

第10節 へき地医療体制 第９節 へき地医療体制

＜国指針の内容＞
○ へき地医療拠点病院からの代診医派遣等の機能
について、オンライン診療の活用などによる強化
が必要。

○ へき地医療支援機構と地域医療支援センターとの
連携が必要。

１ 現 状 １ 現 状
２ 課 題 ２ 課 題
３ 必要な医療機能 ３ 必要な医療機能
４ 数値目標等 ４ 数値目標等
５ 数値目標等を達成するために必要な施策 ５ 数値目標等を達成するために必要な施策
６ 医療機関等の具体的名称 ６ 医療機関等の具体的名称
７ 歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割 ７ 歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割
８ 薬局の役割 ８ 薬局の役割
９ 訪問看護事業所の役割 ９ 訪問看護ステーションの役割

＜道計画記載予定の内容（ポイント）＞
● へき地医療拠点病院からの代診医派遣等の機能
強化

● へき地医療支援機構と地域医療支援センターの
連携

◆ 総医協地域医療専門委員会において協議

情報収集
感染発生早期 流行初期 流行初期期間経過後

国内１例目

情報収集

国からの情報、最新の知見等（随時、情報提供）

実際の対応に基づく情報

感染症指定医療機関（協定確保病床･外来等）
流行初期医療確保措置付き協定締結医療機関

感染症指定医療機関（感染症病床･外来等）

情報収集

情報収集

随時、情報提供
医療機関への情報提供の内容（随時実施）
・ウイルスの性状等についての情報
・患者への対応方法等についての情報
・国の財政支援（補助金、診療報酬の上乗せ等）について
の情報 など

道、地方衛生研究所、感染症指定医療機関等による情報共有
（必要に応じて、随時、関係医療機関を追加して参集）

順次、全ての
協定締結医療機関

公的医療機関等を中心とした
協定締結医療機関

新興感染症発生・まん延時における医療体制

道

国

海外１例目 公表 公表後3ヶ月程度 公表後６ヶ月を目途
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第11節 周産期医療体制 第10節 周産期医療体制

＜国指針の内容＞
○ 充実した周産期医療を提供するため、地域の実
情に応じ、保健医療関係機関・団体の合意に基づ
きその基本的方向を定めた上で、周産期に係る保
健医療の総合的なサービスを提供するものとして
の整備が必要。

○ 医療関係者等の協力の下に、限られた資源を有
効に活かしながら、将来を見据えた周産期医療体
制の整備を図ることにより、地域における周産期
医療の適切な提供を図るもの。

１ 現 状 １ 現 状
２ 課 題 ２ 課 題
３ 必要な医療機能 ３ 必要な医療機能
４ 数値目標等 ４ 数値目標等
５ 数値目標等を達成するために必要な施策 ５ 数値目標等を達成するために必要な施策
６ 医療連携圏域の設定 ６ 医療連携圏域の設定
７ 医療機関等の具体的名称 ７ 医療機関等の具体的名称
８ 歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割 ８ 歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割
９ 薬局の役割 ９ 薬局の役割
10 訪問看護事業所の役割 10 訪問看護ステーションの役割

＜道計画記載予定の内容（ポイント）＞
● 疾病事業ごとに圏域・医療連携体制を検討協議
● ハイリスク妊産婦への支援
● ＮＩＣＵ等長期入院児等の在宅ケアへの円滑な
移行を支援

● 周産期における災害対策
◆ 総医協地域医療専門委員会周産期・小児医療検
討委員会において協議

北海道

へき地診療所等

遠隔医療代診医等派遣巡回診療

社会医療法人

民間医療機関

○過疎地域医療機関
への医師派遣

○へき地診療所への
医師・代診医派遣

医育大学
○医師の養成
○過疎地域医療機関へ
の医師派遣

へき地医療支援機構
○へき地医療対策の各種事業を円滑かつ効
率的に実施するための企画・調整を行う

患者輸送車

へき地医療拠点病院
○無医地区等への巡回診療
○へき地診療所等への代診医等の派遣
○へき地医療従事者に対する研修実施
○へき地診療所の各種診療支援

無医地区、無歯科医地区
準無医地区、準無歯科医地区

市町村

○へき地における
保健指導

北海道地域医療
振興財団

ドクターバン
ク事業

北海道病院協会

緊急臨時的医師
派遣事業

地域医師連携支援センター
○医師不足の状況等を把握・分析し、医師のキャリア
形成と一体的に医師不足病院の支援等を行う

■地域医療支援センター（３医育大学に設置）
医師確保が困難な地域への医師派遣

■地域枠制度の運営
北海道医師養成確保修学資金の貸付けを受けた医
師を一定期間地域の医療機関に配置

地方・地域センター病院
○地域の医療機関への医師等の派遣
○外部に開放した研修会等の開催
○医療機器の共同利用
○地域医療支援室の設置
○救急医療体制への参加

北海道医療対策協議会

北海道総合保健医療協議会
地域医療専門委員会

へ き 地 医 療 連 携 体 制

■自治医科大学卒業医師の配置
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第12節 小児医療体制（小児救急医療を含む） 第11節 小児医療体制（小児救急医療を含む）

＜国指針の内容＞
○ 小児救急医療のみならず地域での一般の小児医
療との連携も視野に入れながら小児の医療体制を
構築することが必要。

○ 全ての小児医療圏で小児救急医療を含めて常時
小児の診療ができる体制を確保することが必要。

１ 現 状 １ 現 状
２ 課 題 ２ 課 題
３ 必要な医療機能 ３ 必要な医療機能
４ 数値目標等 ４ 数値目標等
５ 数値目標等を達成するために必要な施策 ５ 数値目標等を達成するために必要な施策
６ 医療連携圏域の設定 ６ 医療連携圏域の設定
７ 医療機関等の具体的名称 ７ 医療機関等の具体的名称
８ 歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割 ８ 歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割
９ 薬局の役割 ９ 薬局の役割
10 訪問看護事業所の役割 10 訪問看護ステーションの役割

＜道計画記載予定の内容（ポイント）＞
● 疾病事業ごとに圏域・医療連携体制を検討協議
● 医療的ケア児への支援
● 小児救急電話相談事業の推進
◆ 総医協地域医療専門委員会周産期・小児医療検
討委員会において協議
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第13節 在宅医療の提供体制 第12節 在宅医療の提供体制

＜国指針の内容＞
○ 各医療機能の目標達成に向け、自ら24時間対応
の在宅医療を提供するとともに、ほかの医療機関
の支援も行いながら、医療や介護、障害福祉の現
場での他職種連携の支援を行う病院・診療所を、
「在宅医療において積極的な役割を担う医療機関」
として医療計画に位置付けること。
また、地域の実情に応じ、病院、診療所、訪問

看護事業所、地域医師会等関係団体、保健所、市
町村等の主体のいずれかを「在宅医療に必要な連
携を担う拠点」として医療計画に位置付けること。

○ 在宅医療提供体制の構築のため、地域の実情に
応じて圏域を設定すること。
なお、「在宅医療において積極的な役割を担う医

療機関」及び「在宅医療に必要な連携を担う拠点」
を圏域内に少なくとも１つは設定すること。

１ 現 状 １ 現 状
２ 課 題 ２ 課 題
３ 必要な医療機能 ３ 必要な医療機能
４ 数値目標等 ４ 数値目標等
５ 数値目標等を達成するために必要な施策 ５ 数値目標等を達成するために必要な施策
６ 医療連携圏域の設定 ６ 医療連携圏域の設定
７ 医療機関等の具体的名称 ７ 医療機関等の具体的名称
８ 歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割 ８ 歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割
９ 薬局の役割 ９ 薬局の役割
10 訪問看護事業所の役割 10 訪問看護ステーションの役割

＜道計画記載予定の内容（ポイント）＞
● 疾病事業ごとに圏域・医療連携体制を検討協議
● 「在宅医療において積極的役割を担う医療機関」
及び「在宅医療に必要な連携を担う拠点」
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◆ 総医協地域医療専門委員会在宅医療小委員会に
おいて協議

第４章 地域保健医療対策の推進 第４章 地域保健医療対策の推進
第１節 感染症対策 第１節 感染症対策

１ 感染症対策 １ 感染症対策
２ 結核対策 ２ 結核対策
３ エイズ対策 ３ エイズ対策
４ ウイルス性肝炎（Ｂ型・Ｃ型）対策 ４ ウイルス性肝炎（Ｂ型・Ｃ型）対策

第２節 臓器等移植医療対策 第２節 臓器等移植対策
１ 臓器移植 １ 臓器移植
２ 骨髄及びさい帯血移植 ２ 骨髄及びさい帯血移植

第３節 難病対策 第３節 難病対策
第４節 アレルギー疾患対策 第４節 アレルギー対策
第５節 慢性閉塞性肺疾患（ＣＯＰＤ）対策

＜国指針の内容＞
○ 都道府県の取組
○ 相談等の連絡先

＜道計画記載予定の内容（ポイント）＞
● 本道の喫煙率は全国と比べ過去から高く、長期
的な喫煙による健康への影響と高齢化によって、
今後、さらに罹患率や死亡率の増加が続くと予想
され、また、ＣＯＰＤが肺の炎症性疾患であるこ
とが道民に十分に認知されていないことから、Ｃ
ＯＰＤに関するより一層の知識の普及が必要。

● ＣＯＰＤの発症予防と進行の防止は禁煙によっ
て可能であり、早期禁煙は有効性が高いため、禁
煙を支援する環境づくりが大切。

◆ 道民の健康づくり推進協議会において協議。

第６節 慢性腎臓病（ＣＫＤ）対策

＜道計画記載予定の内容（ポイント）＞
● 道の取組
◆ 総医協地域保健専門委員会糖尿病対策小委員会
（慢性腎臓病対策連絡会議）において協議
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第７節 歯科保健医療対策 第５節 歯科保健医療対策
１ 地域歯科保健医療 １ 地域歯科保健医療
２ 障がい者歯科保健医療 ２ 障がい者歯科保健医療
３ 離島・へき地における歯科保健医療 ３ 離島・へき地における歯科保健医療
４ 高次歯科医療及び休日救急歯科医療 ４ 高次歯科医療及び休日救急歯科医療

第８節 今後高齢化に伴い増加する疾患等対策 第６節 今後高齢化に伴い増加する疾患等対策

第５章 医療の安全確保と医療サービスの向上 第５章 医療の安全確保と医療サービスの向上
第１節 医療安全対策 第１節 医療安全対策
第２節 医療情報の提供 第２節 医療情報の提供
第３節 医療機関相互の役割分担と広域連携の推進 第３節 医療機関相互の役割分担と広域連携の推進
１ 地方・地域センター病院等の機能の充実 １ 地方・地域センター病院等の機能の充実
２ 地域医療支援病院の整備 ２ 地域医療支援病院の整備
３ 地域連携クリティカルパスの普及 ３ 地域連携クリティカルパスの普及

第４節 医療に関する情報化の推進 第４節 医療に関する情報化の推進
１ 電子カルテ等医療情報の電子化の推進 １ 電子カルテ等医療情報の電子化の推進
２ 情報通信技術（ＩＣＴ）を活用した情報共有の促進 ２ 情報通信技術（ＩＣＴ）を活用した情報共有の促進
３ 遠隔医療システムの導入促進 ３ 遠隔医療システムの導入促進
４ 医療情報システムの充実 ４ 医療情報システムの充実

第５節 医薬品の適正使用の推進と供給体制の整備 第５節 医薬品の適正使用の推進と供給体制の整備
１ 医薬品の適正使用の推進 １ 医薬品の適正使用の推進
２ 医薬品等の供給体制の整備 ２ 医薬品等の供給体制の整備

第６節 血液確保対策 第６節 血液確保対策

第６章 医師の確保 （別冊）

＜国指針の内容＞
○ 医師の確保については、医師確保計画策定ガイ
ドラインを踏まえて計画の策定及び実施を行うこ
と。

第７章 医療従事者（医師を除く）の確保 第６章 医師など医療従事者の確保
第１節 趣 旨 第１節 趣 旨

＜国指針の内容＞
医師及び医療従事者の確保に関する事項について

は、医療連携体制を構築する取組自体が偏在解消へ
の対策になること、地域医療構想における医療機関
の再編・統合等の方針によっても地域でどの程度医
師及び医療従事者を確保すべきかが左右されること
及び都道府県が中心となって医師を地域の医療機関
へ派遣する仕組みの再構築が求められていることを
踏まえ、法第30条の23第１項に基づく医療従事者の
確保に関する事項に関し、必要な施策を定めるため
の協議会（地域医療対策協議会）を開催し、当該協
議会において決定した具体的な施策を記載。

【医療従事者の現状及び目標】
歯科医師、薬師、看護職員（保健師・助産師・看

護師・准看護師）、その他の保険医療従事者（診療放
射線技師、臨床検査技師、衛生検査技師、理学療法
士・作業療法士、視能訓練士、言語聴覚士、臨床工
学技士、義肢装具士、救急救命士、歯科衛生士、歯
科技工士、管理栄養士等）、介護サービス従事者

＜道計画記載予定の内容（ポイント）＞
● 生産年齢人口が減少する局面において、医療従
事者を確保するための考え方等を総論として記載

（削除） 第２節 医 師
第２節 歯科医師及び歯科衛生士等 第３節 歯科医師及び歯科衛生士
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＜道計画記載予定の内容（ポイント）＞
● 歯科医師・歯科衛生士、歯科技工士の確保及び
資質向上等について記載

◆ 北海道歯科医師会と協議

第３節 薬剤師 第４節 薬剤師

＜道計画記載予定の内容（ポイント）＞
● 薬剤師の確保及び資質向上等について記載
◆ 北海道薬剤師確保対策検討会にて協議

第４節 看護職員 第５節 看護職員

＜道計画記載予定の内容（ポイント）＞
● 「新規養成」、「就業定着」、「再就業促進」、「質
の向上」、「地域偏在の解消」の５つの柱に沿った
取組について記載。また、訪問看護に従事する看
護職員の確保策及び特定行為研修の体制の整備等
について記載。

◆ 総医協地域医療専門委員会看護対策小委員会
において記載内容を協議

第５節 その他医療従事者 第６節 その他医療従事者

＜道計画記載予定の内容（ポイント）＞
● 地域医療構想の推進や地域包括ケアの構築に向
けて必要となる、理学療法士、作業療法士、言語
聴覚士、栄養士（管理栄養士を含む）等の確保等
について記載

第６節 医療従事者の勤務環境改善 第７節 医療従事者の勤務環境改善

＜道計画記載予定の内容（ポイント）＞
● 道において設置している「北海道医療勤務環境
改善支援センター」の取組等を記載

第８章 外来医療に係る医療提供体制の確保 （別冊）

＜国指針の内容＞
○ 外来医療計画の策定並びに地域における外来医
療に係る病院及び診療所の機能の分化及び連携に
当たっては、外来医療に係る外来医療提供体制の
確保に関するガイドラインを踏まえること。

第１節 基本的事項
１ 趣旨
２ 目指す姿
３ 本章の位置づけ
４ 策定体制

第２節 患者及び病院等の状況
１ 外来患者の受療動向
２ 外来患者の病院・診療所別受診状況
３ 医療施設の状況
４ 診療所に従事する医師の状況
５ 医療機器の保有状況

第３節 外来医師偏在指標の算定
１ 外来医師偏在指標の考え方
２ 算定方法
３ 外来患者流出入の調整
４ 算定結果
５ 外来医師多数区域の設定
６ 算定結果の活用

第４節 医療機器の配置状況に関する指標の算定
１ 医療機器の配置状況に関する指標の考え方
２ 算定方法
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３ 算定結果
４ 算定結果の活用

第５節 必要な施策
１ 外来医療に係る医療提供体制の確保に関する考え方
２ 具体的な施策
３ 効率的な医療機器の活用

第６節 計画の推進
１ 関係者の取組
２ 住民の理解促進
３ 計画の推進体制

＜道計画記載予定の内容（ポイント）＞
● 次期計画から医療計画本体と一体化
● 地域の実情を踏まえた外来医療に係る医療提供
体制の確保について記載

第９章 計画の推進と評価 第７章 計画の推進と評価
第１節 計画の周知と医療機能情報の公表 第１節 計画の周知と医療機能情報の公表
第２節 計画を評価するための目標 第２節 計画を評価するための目標
第３節 計画の推進方策 第３節 計画の推進方策
１ 目標達成のための推進体制と関係者の役割 １ 目標達成のための推進体制と関係者の役割
２ 計画の進行管理 ２ 計画の進行管理

第10章 別 表 第８章 別 表 ※指定施設等の一覧
※５疾病・６事業及び在宅医療に係る指定施設等の一覧 ※５疾病・５事業及び在宅医療に係る指定施設等の一覧

道計画記載予定の内容（ポイント）＞
● 道ホームページにおいて随時更新。
● 紹介受診重点医療機関を追加。
● 冊子としての印刷は行わない。

第11章 資料編 第９章 資料編


